
◎消費者契約法の一部を改正する法律 
（平成一八年六月七日法律第五六号）   

一、提案理由（平成一八年四月一四日・衆議院内閣委員会） 

○猪口国務大臣 消費者契約法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及

び概要を御説明申し上げます。 

 消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差にかんがみ、消費者が契

約の取り消しや契約条項の無効を主張できる場合を類型的に定めた消費者契約法が平成

十三年から施行されています。これにより、消費者の被害救済が個別的、事後的に図ら

れていますが、同種の消費者被害の発生や拡大を防止するには限界があります。 

 このため、消費者契約法の実効性を確保する方策として、内閣総理大臣の認定を受け

た適格消費者団体が、事業者等に対し、消費者契約法に規定する不当行為の差しとめを

請求することができることとするとともに、この適格消費者団体の認定及び差しとめ請

求に係る訴訟手続等について所要の規定を整備することとし、この法律案を提出する次

第であります。 

 次に、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、適格消費者団体は、事業者等が不特定かつ多数の消費者に対して消費者契約

法に規定する不当勧誘行為または不当条項を含む消費者契約の締結を現に行いまたは行

うおそれがあるときは、当該行為の差しとめ請求をすることができることとしています。 

 第二に、内閣総理大臣は、適格性の要件に適合している者を、その申請に基づき、適

格消費者団体として認定することができることとしています。適格性の要件は、特定非

営利活動法人または公益法人であること、不特定かつ多数の消費者の利益の擁護を図る

ための活動を行うことを主たる目的とし、現にその活動を相当期間にわたり継続して適

正に行っていることなどとしております。 

 第三に、適格消費者団体は、差しとめ請求に係る業務を行うに際しては、不特定かつ

多数の消費者の利益のために差しとめ請求権を適切に行使しなければならないこと、所

要の事項の情報開示をしなければならないこと等とするとともに、内閣総理大臣は、適

格消費者団体に対して必要な監督上の措置を講ずることができることとしています。 

 第四に、訴訟手続につき、訴額、管轄、移送・併合等に関する所要の規定を整備する

こととしています。 

 以上が、この法律案の提案理由及び概要でございます。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院内閣委員長報告（平成一八年四月二八日） 

○佐藤剛男君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、事業者等の一定の行為による消費者の被害の発生または拡大を防止するため、

適格消費者団体が事業者等に対しその差しとめを請求することができることとするとと



もに、適格消費者団体の内閣総理大臣による認定等の制度及び差しとめ請求に係る訴訟

手続等について所要の規定を整備しようとするものであります。 

 本案は、去る四月十三日本会議趣旨説明を聴取し、同日本委員会に付託されました。

本委員会におきましては、翌十四日猪口国務大臣から提案理由の説明を聴取し、同月二

十一日から質疑に入りました。同月二十六日には参考人から意見を聴取するなど慎重に

審査を行い、本日、本案について質疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、自由民主党、民主党・無所属クラブ及び公明党の三派共同提案により、

差しとめ請求に係る訴えは、事業者等による不当行為があった地を管轄する裁判所にも

提起することができるものとする旨の修正案が提出され、趣旨の説明を聴取いたしまし

た。 

 次いで、採決の結果、修正案及び修正部分を除く原案はいずれも全会一致をもって可

決され、本案は修正議決すべきものと決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一六年四月二八日） 

○大島（敦）委員 ただいま議題となりました修正案につきまして、自由民主党、民主

党・無所属クラブ、公明党を代表いたしまして、その提案理由を御説明いたします。 

 本法律案では、管轄裁判所として、事業者等の普通裁判籍と営業所等の所在地を管轄

する裁判所を認めることとしておりますが、修正案においては、消費者契約法に規定す

る不当な行為があった地を管轄する裁判所も管轄裁判所として認めることとしておりま

す。 

 本修正により、事業者等の行為の拠点であった営業所等が移転した場合などについて

も、消費者契約法に規定する不当な行為があった地を管轄する裁判所も管轄裁判所とし

て認められることになり、制度の実効性がより確保されるものと考えております。 

 以上が修正案の趣旨及び内容であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年四月二八日） 

 政府は、本法施行にあたり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 国及び地方公共団体は、適格消費者団体の活動資金が円滑に確保されるよう、環境

整備に努めること。また、その情報面における支援措置についても万全を期すること。 

二 中小企業をはじめとする事業者が予想外の応訴負担を不当に負わされることのない

よう、また、いやしくも制度が濫用・悪用されることのないよう、内閣総理大臣は適

格消費者団体の認定及び監督を適切に行うこと。 

三 消費者被害の救済の実効性を確保するため、適格消費者団体が損害賠償等を請求す

る制度について、司法アクセスの改善手法の展開を踏まえつつ、その必要性等を検討

すること。また、特定商取引法、独占禁止法、景品表示法等の消費者関連諸法につい



ても、消費者団体訴訟制度の導入について検討を進めること。 

四 適格消費者団体の認定にあたっては、認定の基準を明確にするなど、その透明性確

保に遺漏なきを期するとともに、より多くの団体が適格消費者団体の認定を受けられ

るよう配慮すること。また、その認定、監督等を行うに際して、適格消費者団体の自

主的活動を過度に制約することのないよう留意すること。 

五 消費者契約法に規定する不当な行為のみならず、詐欺・強迫行為を伴う勧誘行為や、

民法の公序良俗に違反する条項を含む消費者契約の意思表示、さらには不当な契約条

項を含む消費者契約の意思表示を行うことを推薦し提案する行為（いわゆる推奨行

為）についても消費者被害の発生の防止に万全を尽くすとともに、本法の施行状況を

踏まえつつ、差止請求権の対象範囲のあり方についても引き続き検討すること。 

六 本法に基づく内閣府令、ガイドライン等の運用基準の策定にあたっては、国民生活

審議会への適宜の報告を行うとともに、広く消費者の意見を聴き、その反映に努める

こと。 

七 本法の運用にあたっては、本委員会における審議において明らかにされた解釈基準

等について、消費者、事業者、地方公共団体の消費者行政担当者等をはじめとした関

係者に対し十分周知徹底を行うこと。 

八 本法の施行状況等については、その点検評価に努め、消費者被害の発生・拡大防止

のため、消費者対策に万全を期するとともに、地方公共団体に対しても所要の措置を

とるよう要請すること。また、本法施行後五年を目途として、運用状況の総合的な評

価を行い、本法の見直しを行うこと。その場合において、法令、運用改正等の所要の

措置を行う際には、国民生活審議会への適宜の報告を行うとともに、広く消費者の意

見を聴き、その反映に努めること。 

三、参議院内閣委員長報告（平成一八年五月三一日） 

○工藤堅太郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差にかんがみ、

事業者等の一定の行為による消費者の被害の発生又は拡大を防止するため、適格消費者

団体が事業者等に対しその差止めを請求することができることとするとともに、適格消

費者団体の内閣総理大臣による認定等の制度及び差止請求に係る訴訟手続等について所

要の規定を整備しようとするものであります。 

 なお、衆議院におきまして、差止請求に係る訴えは、消費者契約法に規定する不当な

行為があった地を管轄する裁判所にも提起することができる旨の修正が行われておりま

す。 

 委員会におきましては、猪口国務大臣、山口内閣府副大臣等に対して質疑を行い、ま

た、四名の参考人から意見を聴取いたしました。 

 委員会における主な質疑の内容は、法改正の目的、適格消費者団体の認定要件の在り



方と財政支援の必要性、消費者団体における情報取得と個人情報の保護、同一事件にお

ける後訴の制限を設けた理由とその妥当性、適格消費者団体による損害賠償請求制度と

不当利得返還の在り方の検討等でありますが、その詳細は会議録によって御承知願いま

す。 

 昨日、質疑を終わり、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべ

きものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し九項目から成る附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年五月三〇日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について万全を期すべきである。 

一、適格消費者団体に期待される役割の重要性にかんがみ、国及び地方公共団体は、適

格消費者団体の活動資金が円滑に確保されるよう、環境整備を始めとした諸施策に努

めること。また、独立行政法人国民生活センター、地方公共団体等が有する情報が適

切かつ効果的に活用されるよう、情報面における十分な支援措置を講ずること。 

二、適格消費者団体の認定に当たっては、認定の基準を明確にするなど、その透明性確

保に遺漏なきを期するとともに、より多くの団体が適格消費者団体の認定を受けられ

るよう配慮すること。また、その認定、監督等を行うに際して、適格消費者団体の自

主的活動を過度に制約することのないよう留意すること。 

三、中小企業を始めとする事業者が予想外の応訴負担を不当に負わされることのないよ

う、また、いやしくも制度が濫用・悪用されることのないよう、内閣総理大臣は適格

消費者団体の認定及び監督を適切に行うこと。 

四、本法に基づく内閣府令、ガイドライン等の運用基準の策定に当たっては、国民生活

審議会への報告及び同審議会からの意見聴取を適宜行うとともに、広く消費者の意見

を聴き、その反映に努めること。 

五、本法の運用に当たっては、本法の趣旨及び本委員会の審議において明らかにされた

解釈基準等について、消費者、事業者、地方公共団体の消費者行政担当者等を始めと

した関係者に対し周知徹底を図り、差止請求に係る制度の健全な普及に努めること。 

六、確定判決等があった場合の同一事件の後訴の制限に関する規定については、例外的

な事由を含め解釈基準等の周知に努めるとともに、本法施行後の差止請求訴訟等の状

況を踏まえ、必要に応じ見直しを行うこと。 

七、消費者契約法に規定する不当な行為のみならず、詐欺・強迫行為を伴う勧誘行為や、

民法の公序良俗に違反する条項を含む消費者契約の意思表示、さらには不当な契約条

項を含む消費者契約の意思表示を行うことを推薦・提案する、いわゆる推奨行為につ

いても、消費者被害の発生の防止に万全を尽くすとともに、本法の施行状況を踏まえ

つつ、差止請求権の対象範囲の在り方についても引き続き検討すること。 

八、消費者被害の救済の実効性を確保するため、適格消費者団体が損害賠償等を請求す



る制度について、司法アクセスの改善手法の展開や犯罪収益剥奪・不当利益返還の仕

組みの検討を踏まえつつ、その必要性等を検討すること。また、特定商取引法、独占

禁止法、景品表示法等の消費者関連諸法についても、消費者団体訴訟制度の導入につ

いて検討を進めること。 

九、本法の施行状況等については、その点検評価に努め、消費者被害の発生・拡大防止

のため、消費者対策に万全を期するとともに、地方公共団体に対しても所要の措置を

採るよう要請すること。また、本法施行後五年を目途として、運用状況の総合的な評

価を行い、時期を失することなく所要の見直しを行うこと。その場合において、法令、

運用改正等の所要の措置を行う際には、国民生活審議会への報告及び同審議会からの

意見聴取を適宜行うとともに、広く消費者の意見を聴き、その反映に努めること。 

  右決議する。 

 


